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　『ニューヨーク・タイムズ』の記事は、
『インターナショナル・ヘラルド・トリビュー
ン』（８月４日）では一面トップ記事となっ
た。『アジア・タイムズ』（８月８日）でも一面
トップで話題となった。しかし、いずれも
会議そのものについての情報は僅かで
あった。これらの記事は、会議は米戦略
軍がホストとなって開かれること、場所は
米戦略軍司令部がテナントとなっている
オマハ南部のオファット空軍基地である
こと、核兵器研究所、国防省、国務省、エ
ネルギー省、国家核安全保障管理局（Ｎ
ＮＳＡ）、大統領府から約１５０の専門家が
参加すること、を伝えている。
　この会議の準備会議が、１月１０日に国
防省で開催されたが、その議事録を偶
然にＮＧＯ「ロスアラモス研究グループ」
が入手したことは、前出の本誌が紹介し

た通りである。それによると、予定される
参加者の所属組織として、次の名前が
挙がっている。

大統領府：特別顧問グループ
核兵器評議会（ＮＷＣ、国防省・エネルギー
省合同の委員会）

国防省：国防長官事務所、戦略軍、統合

準備会議資料が示すその中味

　本誌１８４号（４月１日）が紹介した米国の核兵器秘密会議が、『ニューヨーク・タイムズ』（８月３日）など有
力紙の記事になった。記事によれば会議は予定どおり８月６日、７日に開かれた。まさに広島の日である（７
日からという情報もある）。オマハでは市民の抗議行動があった。会議の内容はトップシークレットであり、
約１５０人の米国の核兵器専門家が集まるという情報以外には新しいものはない。しかし、ＮＧＯが入手した
会議の準備段階の資料によって、秘密会議の内容を推定することができる。

原爆の日に開かれた秘密会議（オマハ：米戦略軍司令部）

新世代核兵器を謀議する

住宅８００戸建設を
返還の条件に

　７月１８日の日米合同委員会施設調整
部会は、横浜市内の四つの米軍基地の
返還について事務レベルで合意した。
返還されるのは、上瀬谷通信施設（海軍・
瀬谷区、旭区、約２４２ヘクタールの一部）、深
谷通信所（海軍・泉区、約７７ヘクタール）、
富岡倉庫地区（金沢区、約３ヘクタール）そ
して根岸住宅地区（海軍・中区、約４３ヘク
タール）の合計約３００ヘクタールである。
これが実行されれば、本土においては、

７３年から７７年にかけて「関東平野にお
ける施設・区域の整理・統合計画（ＫＰＣ
Ｐ）の下で立川飛行場、キャンプ朝霞など
５施設・約１，０５５ヘクタールが返還されて
以来の大規模基地返還になる。
　しかし今回の合意にはきわめて重大
な問題がある。返還の見返りに「８００戸の
家族住宅を建設する」という条件が付け
られているのだ。建設地として名指しさ
れているのが、逗子市と横浜市にまたが
る池子住宅地区及び海軍補助施設の
横浜市域部分である。

世界の
核弾頭全データ
６～７ページ

横浜４米軍基地の返還

米軍住宅建設との取り
引きは恥ずべきペテン
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参謀会議、空軍、海軍、国防脅威削減
局、戦略・戦術システム局、
エネルギー省：国家核安全保障管理
局、リバモア国立研究所、ロスアラモス
国立研究所、サンディア国立研究所

　以下に、１月１０日会議の議事録から、
この会議で何が議論されようとしたのか
を明らかにしたい。

備蓄核兵器への不安
　秘密会議が開催されることになった
重要な背景は、ＮＷＣ議長であるＥ・Ｃ・オ
ルドリッジ２世・国防次官（調達・技術・兵

站担当）がＮＷＣ委員に対して提出した
備蓄核兵器への不安を訴える覚書で
あった（資料１。下段）。オルドリッジ２世は、
「核態勢見直し（ＮＰＲ）」が命じているよう
に「核抑止能力についての確信を維持
する」ことについて、「将来の数十年にわ
たってこの責任を果たすことは、ＮＮＳＡ
と国防省の双方が直面している大きな
挑戦である」と述べている。
　そして、核実験なしに核兵器の信頼
性と安全性を維持するための現行の方
法には、どの程度のリスクがあるのか、確
信度を増すためにできることはないかと
いう問題意識で、いくつかの提案を行っ

た。その上で、これらの問題を議論する
ための会議を提案した。
　「評価能力の現状、リスクを減らせる
ための代替アプローチ、また核兵器物理
の向上した理解が確信の基礎として使
われる場合の限界など、今日の核抑止
力の確信度を再検討するために、（１９９５
年と）同じような第二の会議が召集され
るべきです。」
　会議は、準備会議では「備蓄兵器管
理会議」という名称で呼ばれた。

４つの専門委員会
　このように、会議の主テーマの一つは

　「核態勢見直し（ＮＰＲ）」は、世界の変化
と新しい三本柱（トライアド）の一部としての
核兵器の変わらぬ必要性を確認していま
す。我々の核抑止能力についての確信を
維持することは、変わらぬ最高の国家利益
であります。しかし、私は、将来の数十年に
わたってこの責任を果たすことは、国家核
安全保障管理局（ＮＮＳＡ）と国防省の双方
が直面している大きな挑戦であると思いま
す。我 は々、いくつかの古くなった核兵器シ
ステムの組立直しを必要とするでしょうが、
核兵器コンプレックス（複合工場）の制約の
ために、元の設計を完全に再現することは
できないでしょう。

　これらの挑戦は、核兵器コンポーネントや
性能についての我 の々知識の不確実性に
よって倍加されます。我 は々コンポーネント
の検査や評価の手段を相当改善してきま
した。しかし、皮肉なことに、新しい発見は、
我 は々これまで自信過剰であったかもしれ
ない、と示唆しています。経験は、問題が最
初は必ずしもいつも正しく評価されてこな
かったこと、また、核兵器評価にもともと存在
しているリスクと核実験の助けなしに評価
を行うことに伴うリスクとを明確に区別して
こなかったことを示しています。これらを考
慮すると、現在の備蓄兵器や将来の修正を
加えた備蓄兵器を正確に評価するには、
我 は々どうすれば好いのでしょうか。

　我 は々備蓄兵器管理計画（ＳＳＰ）に内在
しているリスクへの対策として現在とって
いるアプローチを再検討し、さらにこれらの
リスクを評価するプロセスを強化するため
に、直ちに策を講じるべきであると、私は信
じるものです。疑いもなく、このための方法
はいくつか存在します。この問題に関する
私の考えは今なお進化の過程にあります

が、私は三つの取るべき方法があると感じ
ています。もし、貴職らが私の評価とアプ
ローチに同意していただけるならば、私は
ブルック大使（訳注：ＮＮＳＡ局長）にＮＮＳＡ
の研究所所長たちが以下のような課題を完
成するよう命じて下さることをお願いします。

◆年次認証＊における技術的な限界と
　リスクを評価する
　核兵器の毎年の評価に関する技術的な
限界や、可能ならば、結果するリスクについ
ての但し書きについて毎年協議すること
は、このプロセスに対する理解と確信を今
よりも向上させるでしょう。また、核兵器の安
全性、保安、信頼性に関して核実験を再開
することから得られる利益を評価することも
望ましいでしょう。このことは、年次評価報
告の一部として含むこともできるし、この過
程から分離して行うこともできるでしょう。
　（＊訳注：ＮＷＣは、毎年大統領に対して、
備蓄核兵器が核実験なしに品質が保証さ
れるかどうかを保証する年次認証に責任を
もっている。）

◆現有備蓄核兵器のリスク評価
　１９８７年、核兵器の設計研究所が、「備蓄
兵器の信頼性、兵器の再組み立て、及び核
実験の役割に関する議会への報告」をまと
めました。当時においては、この調査が核
兵器の評価に伴うリスクの包括的な理解を
提供しています。ＮＮＳＡはこの調査を最新
のものにして、備蓄兵器問題や配備後核実
験の議論を核実験を中止した１９９２年まで
延長することができるでしょう。その上で、１
９９２年以後の備蓄兵器の変更や将来計画
される変更に対して、核実験無しに確信を
維持することが議論できます。ＮＮＳＡのこ
のような努力と並行して、私は国防省に古く

なった、及び／あるいは組み立て直した運
搬手段への確信を評価するよう命じたいと
思います。

◆ＳＳＰのリスク対策へのアプローチを
　再検討する
　何年も核実験なしにやってきた経験に基
づいて、核兵器評議会はＳＳＰのリスク対策
の戦略を再検討すべきです。可能な第一
段階として、情報コミュニティに対して、ＮＮ
ＳＡの支援の下に外国の備蓄兵器管理の
実際を査定するよう求める積もりです。他人
を理解することによって我々の計画への新
しい洞察が得られるかも知れません。

　１９９５年、「備蓄兵器信頼性会議」が、備
蓄兵器管理問題を話し合う共同のフォーラ
ムとなりました。評価能力の現状、リスクを
減らせるための代替アプローチ、また核兵
器物理の向上した理解が確信の基礎とし
て使われる場合の限界など、今日の核抑
止力の確信度を再検討するために、同じよ
うな第二の会議が召集されるべきです。私
に関して言えば、私はエリス提督（訳注：戦
略軍司令官）にこの会議のホストになるよう
依頼する積もりです。

　最後の提案ですが、研究所が低威力核
実験計画の価値を再び検討できないでしょ
うか。８０年代と９０年代において、非常に制
約された実験条件下で備蓄核兵器を維持
する可能性を研究するために、数回の核実
験を含めて相当な努力が行われました。今
日、このような計画はどの程度確信度を増
しているのでしょうか。

　最後になりますが、リスクを評価し減らせ
ることは極めて困難なことであり、これらの
問題を検討するのに他の方法があるかも
知れないことを、私は認識しています。備蓄
兵器に最高度の確信を持つこと、そして核
実験がないことのリスクを理解することは、
我々全員にとって大きな関心事であります。
この極めて重要な問題について、貴職らの
考えを聴かせて下さい。

　 Ｅ．Ｃ．オルドリッジ２世
ＮＷＣ議長

　核兵器評議会（ＮＷＣ）委員への覚書
２００２年１０月２１日

用件：核兵器のリスクと不確実性に関する理解の改善

資料１
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備蓄核兵器の管理、とくに核実験再開の
必要性との関連に関するものであった。
それに対して、１月１０日の準備会議にお
いて、議論は拡大し、追加的なテーマが
含まれることになった。ＮＰＲに書かれて
いる新型核兵器に関係するテーマが、も
う一つの重要テーマとして入り込んだの
である。より具体的には、４つのテーマに
関する専門委員会が準備会議で組織さ
れた。そして、それぞれの専門委員会が
研究結果をＮＷＣに対する報告として持
ち寄り、それに関して参加者が討議し、
将来に向かった勧告を生み出す場とし
て、会議が位置づけられたのである。準
備会議議事録は次のように書いている。
　「会議の範囲は進化し、ＮＰＲ後の環
境の中で、核抑止力に伴う追加的な話
題を含むことになった。備蓄兵器管理会
議は、４つの専門委員会の作業結果をＮ
ＷＣや、適切ならばその他の組織に対し
て提出し、将来への勧告を確立するた
めに用いられることになるだろう。」
　４つの専門委員会とは次のものである。
　１．備蓄兵器管理計画（ＳＳＰ）戦略とリ
スク

　２．将来の保有核兵器
　３．ＮＮＳＡと国防省のインフラ
　４．戦略と政策
　そして、会議の日程として８月４日から
の週と設定され、予定どおり８月６日～７
日に開催された。
　専門委員会で研究すべき話題につい
て、準備会議で出された意見が議事録
に付録として掲載されている。それを要
約して資料２（４ページ）にまとめた。
　ここには、ＮＰＲを契機として、核兵器
信奉者たちが何を考えているのか、信
奉者たちの頭の中をつぶさに知ることの
できる情報が散りばめられている。印象
的なものを次に掲げる。

◆核実験再開への模索
　核実験再開へさまざまな検討が加え
られている。備蓄核兵器が使えることを
保証するために核実験が必要となるギ
リギリの条件は何なのか。新型核兵器を
開発するときに必要となる実験はどうい
う種類の実験なのか。核実験にもいろい
ろのレベルがある。すべての実験を同一
に扱う現政策を見直す必要はないか。
毎年の核兵器認証のプロセスを、核爆
発実験再開への政治判断をやりやすく
なるよう変更を加える道はないか。

◆「少量生産」
　「少量生産」という言葉がしきりに出て
くる。「少量生産」戦略という表現も出てく
る。どうやら、新型核兵器は冷戦時代の
核兵器のように量産をする必要がない。
それを考慮して、より気軽に開発できる
体制を確立したいと考えているようであ
る。気軽に核兵器に対応できるような「機
敏性」が話題になっている。

◆「小規模攻撃」
　同様に、核戦争を冷戦時代のように大
事に考えるのではなく、「小規模攻撃」と
想定した議論が発生しているようであ
る。そのような「小規模攻撃」に使われる
発射台は何か。そのように目的を絞った
場合、核実験を小規模にできないのか、

と議論しているように見える。

◆「物理」で大丈夫か
　核爆発実験なしに備蓄兵器の信頼性
と安全性を維持するために「科学的」備
蓄兵器管理計画が必要だとして、核兵
器研究所は巨額の投資を受けた。水爆
物理を解明する国立点火施設（ＮＩＦ）や
プルトニウムの挙動解明を精密にする流
体試験施設（ＡＨＦ）の新規建設などであ
る。ところが、このような核兵器物理の進
歩で、本当に核実験が不必要になるの
か、という疑問が出ているようである。す
でに取るべきものを取ったので、その次
の要求をしているのだろうか。それとも、
ＮＩＦが中断、縮小されるリスクも含めて
の議論だろうか。（梅林宏道）

　７月２６日未明、自衛隊をイラクに派
遣することを目的とした「イラク復興
支援特別措置法」が参議院で可決さ
れ成立した。この法律の眼目が、米英
主導の対イラク戦争を正当化するとと
もに、日本が占領軍の一部としてこの
「終わりのない戦争」に加わることにあ
ることは繰り返すまでもない。二つのこ
とを銘記しておきたい。
　第一に、この法律がまず最初に脅
かすのは自衛官の人権と生命である
とうことだ。「専守防衛の軍隊」を職場
として選んだ自衛官にとって、外国を
占領するという任務は全く想定してい
なかったに違いない。元防衛庁教育
訓練局長である新潟県加茂市の小
池市長は「イラク特措法案を廃案とす
ることを求める要望書」で、次のように
述べている。「自衛隊員は、我が国の
領土が侵略された場合には、命をか
けて国を守る決意で入隊し、訓練に
励んでいる人達でありますが、イラク
で命を危険にさらすことを決意して入
隊してきた人達ではないのでありま
す。『国から給料を貰っているのだか
ら、イラクへでもどこへでも行って命を
落とせ』『事に臨んでは危険をかえり
みない職業だから、どこへでも行って
命を落とせ』ということにはならないの
であります」。自衛官と家族の不安と

イラク特措法
に想う

動揺への想像力を市民社会の中に
広げていくことが必要だ。
　第二に銘記するべきは、有事法制
とイラク特措法を基軸とする「有事法
体系」の問題性は、国内法である憲
法を破壊するだけでなく、国際社会に
おける法の支配に対する公然たる挑
戦であることだ。国連憲章に反して強
行された米英の対イラク予防先制攻
撃を支持した４５カ国に名を連ねた日
本は、国際法の支配よりも米国が主導
する「有志の同盟」の一員となることを
選んだ。この具体的外交選択と一続
きのものとして行われた立法措置に
対する近隣諸国の不安を、「誤解」と
片付ける日本政府の国際感覚の欠
如は目を覆うばかりである。
　日本は米国とともに、憲法の規制を
振り切り、国際法の支配をも突き破っ
て、軍事的合理性、すなわち「力」のみ
が支配する世界に向って進もうとして
いる。平和運動は「憲法擁護」の総論
的主張を繰り返すだけではこの状況
に有効に対抗することはできないだろ
う。憲法から導かれる普遍的原則を、
日本の安全保障政策、東北アジアの
地域的安全保障の具体的なツールへ
と展開することこそが今、必要に思わ
れる。一方的な予防的・先制攻撃と体
制変更戦争を不可能とするような、
「安全保障の枠組み」を、東北アジア
の現実から出発して構想・提案し、実
現へと進む道こそが、有事法体系に
対置されなければならない。
（田巻一彦）

●Ｍ

●Ｍ
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専門委員会１：ＳＳＰ戦略とリスク

（１）備蓄核兵器（弾頭及び弾頭のリスク
と絡んでくる運搬手段の側面）の現
在の評価におけるリスクを巧く定量
的できているか。

（２）従来の兵器や潜在的な新型兵器・
改造兵器の双方に対して、既存の
方法や新しい方法で、性能リスクの
定量化や最小化を改善できるもの
があるか。
（ａ）兵器物理の解明で確信を得
ることの予測される限界

（ｂ）ＮＰＲ後の新型兵器を考えた
ときに、現在の方法でよいか、
新しい方法の開発が必要
か。

（３）備蓄核兵器の性能問題で、現在のＳ
ＳＰで十分に対処できないもの、ある
いは将来十分にできなくなる可能性
のあるものがあるか。不足部分を軽
減できる措置はあるか。

（４）現有兵器や将来兵器の軍事的有効
性を評価するときのリスクを軽減す
る努力をどう強化できるか。
（ａ）ＳＳＰにおけるリスク管理の全

般的な戦略は何か。
（ｂ）リスク管理の検討すべき代案

はあるか。他国の方法も含め
て検討。

（５）備蓄核兵器のリスク軽減において、
核実験の役割は何か。リスクのどの
部分が核実験が出来ないことと関
連しているか。核実験再開の勧告を
するときの確信の不確定性や可能
なリスクしきい値は何か、つまり何が
核実験を要求するのか。

（６）核兵器の認証のためのインフラに関
して次の事項を評価する。
（ａ）ＮＩＦの運転で、今後５-１５年に
（５）にどういう影響を生むか。

（ｂ）ＡＨＦの運転で、今後５-１５年
に（５）にどういう影響を生む
か。

（ｃ）優先順位が変化するなかで、
開発中のインフラが変化にど
の程度対応できるか。

（７）品質保証試験で消費される弾頭の
再組立戦略を変える必要があるか。

（８）現在の（核兵器）年次認証プロセス
は十分か。核実験に関する政治的
考察を配慮して変更する必要があ
るか。

（９）ＳＳＰ開始以来得た教訓は何か。数十
年間の核実験時代に、実験はときに

予想を超えた事実を明らかにした。
そこから学んだものは何か。

専門委員会２：将来の保有核兵器

（１）ＮＰＲ後の環境で要求される弾頭の
特性や最新概念は何か。
（ａ）選択の方法論の確立
（ｂ）最初の「少量生産（!�� � �

"#���!）」の選択に当たって
の戦略

（ｃ）低威力兵器、地中貫通兵
器、放射能強化兵器、化学・
生物剤破壊兵器に対する
要件

（ｄ）これらの兵器を効果的に計
画するための効果モデル作
成の能力

（ｅ）これら新設計兵器にはどの
ような核実験が必要か。

（ｆ）現在及び将来の標的や兵器
システムに関して、我 の々攻
撃能力や破壊の評価能力
に有する明白な弱点は何
か。

（２）軍の持っている発射装置からくる要
件を核兵器にどうリンクさせるか。
（ａ）「小規模攻撃（!�����!���$�!）」

で使われる可能性のある兵
器の核実験戦略は何か。

（ｂ）小規模攻撃における信頼性
を高めるために大型の核実
験諸準備が必要とされる
か。

（ｃ）通常兵器や核・非核両用の
発射装置の困難性と両立性

（ｄ）信頼性や精度などに関する
要件

（３）作戦配備兵器の規模と構成を考え
たとき、我々が備蓄兵器の規模を決
めるときの仮定は正しいか。
（ａ）信頼性を保つための交換
（ｂ）増強のための必要量
（ｃ）予備貯蔵

（４）運搬手段の近代化計画
（５）誘導に関する要件やＧＰＳが利用可

能という仮説に関して：
（ａ）ＧＰＳなどの最新システムに

ついて、すべての計画に利
用可能か、特別の場合だけ
なのか。

（ｂ）全システムにＧＰＳを付ける
のか、一部だけか。

専門委員会３：ＮＮＳＡと国防省のインフラ

（１）ＮＮＳＡの設計、評価、実験、製作施

設や国防省の関係施設の評価・計
画能力は適切で十分なのか。ＮＮＳ
Ａや国防省のインフラが「少量生
産」戦略を支える機敏さを持ってい
るか。飛行テスト、射爆場、シミュレー
ターなど国防省のインフラがＮＮＳＡ
の仕事能力に影響を与える場合、
委員会はそれらを点検すべきであ
る。）

（２）設計、研究、開発、生産、維持、少量
生産の間のバランスと柔軟性を検
討すること。
（ａ）隘路はどれか。
（ｂ）優先順位が変わったとき要

求される技能は移行可能
か、融通が利くか。

（ｃ）予測を超えた備蓄兵器の緊
急事態をカバーできるか。

（ｄ）生産能力の維持と研究開発
の基盤を支えることの間のト
レードオフはどうなっている
か。

（３）ＮＮＳＡの備蓄兵器管理計画と国防
省の諸計画の間の調和をよくする方
策は何か。

専門委員会４：戦略と政策

（１）４つの国防主要目的（保証する、断
念させる、抑止する、撃破する）のそ
れぞれに核戦力はどう貢献するか。

（２）三本柱にある非核攻撃やミサイル
防衛の要素と核戦力との妥当な関
係か何か。

（３）戦略の実行に際して必要とされる核
戦力にはどのような質的な相違点
があるか。

（４）核戦力や核兵器のインフラの変更
が必要なときに、変更を容易にする
ために解決しなければならない政
策問題。
（ａ）さまざまな水準の核実験の

政策問題の再吟味。米国は
核実験に関する政策を調整
すべきか。

（ｂ）付随的被害の削減、精密攻
撃、化学・生物剤破壊、及び
地中貫通核能力といった兵
器がもっている国家安全保
障の目的を達成する上での
価値を示すために、緊急政
策をどういう枠組みで説明
するか。

（ｃ）順応して少量生産する権限
を与えるための政策と手順
は何か。

関係略語：
ＡＨＦ：最新流体試験施設
ＮＩＦ：国立点火施設（巨大レーザー核融

合装置）
ＮＮＳＡ：国家核安全保障管理局
ＮＰＲ：米・核態勢見直し
ＳＳＰ：備蓄核兵器管理計画

８月６・７日
核兵器秘密会議の議題

（２００３年１月１０日の準備会議で、秘密会議に向けて形成された専門委員会に託された
話題を、その議事録から拾って整理した。作成：梅林宏道）

資料２
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北東アジアのミサイル
ワーキング・データベース

黒崎輝５ 台湾

（１）射程距離５０～１００ｋｍ 所属 有効射程

雄蜂（%!�#& ���& '(����)��）２号（艦対艦ミサイル） 海軍 ８０ｋｍ
ハプーン（艦対艦ミサイル） 海軍 ９０ｋｍ

（２）射程距離１００～５００kｍ

ナイキ・ハーキュリース（地対空ミサイル） 陸軍 １３５ｋｍ以上
天弓（���&�*#& '+$,�)�-）１号（地対空ミサイル） 陸軍 １００ｋｍ
天弓２号（地対空ミサイル） 陸軍 ２００ｋｍ
ぺトリオット（地対空ミサイル） 陸軍 百数十ｋｍ
緑蜂（./�& ���& '0���&�)��）（地対地ミサイル，ＳＲＢＭ） 実戦配備可能？ １３０ｋｍ
天戟（���&�./�'+$,�+����）（地対地ミサイル，ＳＲＢＭ） 配備可能？ ３００ｋｍ

台湾のミサイル

１．台湾の短距離弾道
ミサイル計画１）

　台湾の短距離弾道ミサイル（ＳＲＢＭ）
開発の拠点となっているのは、中山科学
研究院である。同機関はまた、これまで
に、雄蜂シリーズや天剣（���&�./�&'+$,

+-���）空対空ミサイル、天弓シリーズを
開発してきた実績を有している。
　台湾のＳＲＢＭ開発計画は二つあると
言われる。一つは、液体燃料・単段階ミ
サイルの緑蜂で、これは射程距離１３０ｋ
ｍ、搭載重量２７０ｋｇの性能を持つ。１９８０
年代初頭に配備されたが、製造総数は
不明で、現在も運用可能かは定かでは
ない。
　もう一つは、固体燃料・二段階ミサイ
ル、天戟である。１９９７年には最初の発射
実験が行われている。射程距離は３００ｋ
ｍあり、これは中国南東部沿岸に届くこと
を意味する。また、同ミサイルには汎地球
測位システム（ＧＰＳ）技術が組み込まれ、
搭載重量は１００～５００ｋｍと推定されてい
る。すでに東引島と未確認の一カ所に５０
基が配備されているとの報道がある。
　なお、台湾で開発されたミサイルの中
で最も射程距離が長いのは、天馬（射程
距離９５０ｋｍ）である。ただし、１９８０年代初
頭に米国の圧力により開発が中止され
たと報じられている。

２．中国のミサイルと
台湾の対応

　台湾の安全保障に対する最大の軍事
的脅威となっているのは、中国のミサイ
ルである。２００３年７月に米国の国防総省
が議会に提出した報告書によれば、近
年、中国は台湾を標的とした短距離弾
道ミサイルの増強のペースを速めてお
り、そのようなミサイルを台湾海峡沿岸地
域に現在４５０基配備しているという２）。中
国のミサイルの脅威は国際的にも関心
を集めており、０２年９月には欧州連合（Ｅ
Ｕ）議会が、台湾に向けて中国沿岸部に
配備されたミサイルの撤去を中国政府
に促す決議を採択している３）。
　他方、台湾政府は、中国のミサイルの
脅威に対抗する手段として、ミサイル迎
撃体制の整備に努め、米国のミサイル防
衛（ＭＤ）計画に関心を持ってきた。事実、
クリントン政権時代から戦域ミサイル防
衛（ＴＭＤ）に関して米国側と対話が進め
られてきたが、０２年には米国から購入し
たぺトリオット（ＰＡＣ-２）の配備を完了して
いる。しかも、ブッシュ政権が０２年１２月に
０４－０５年度にＭＤの初期配備を開始す
る決定を発表したことを受け、最近では、
米国が配備予定のＭＤシステムのひと
つ、ＰＡＣ-３を米国から購入することを、
台湾軍部が決定したと報道されている。
その裏には、米国側からの売り込みが

あったようである４）。
　さらに、ＭＤとの関係で注目されるの
は、台湾へのイージス艦売却問題であ
る。９９年４月以降、台湾軍部は米側に
イージス戦闘システムを搭載した駆逐
艦の提供を公式に申し入れているが、
イージス艦は、ブッシュ政権が０４年から
の配備を発表している短・中距離ミサイ
ルを対象としたＭＤのプラットフォームと
なりうるからである。ただし、ブッシュ大統
領は０１年４月に台湾への武器売却パッ
ケージを承認した際、イージス戦闘シス
テムを搭載した駆逐艦の提供を先送りし
ており５）、近い将来それが実現しても、台
湾に売却されたイージス艦が就役する
のは、早くても０８年以降になるとみられて
いる６）。
　他方、中国側は、米国の支援を受けて
台湾が軍事力を強化することに警戒感
を抱いている。例えば、０２年１０月、テキサ
ス州クロフォードでブッシュ大統領と会
談した際、江沢民国家主席（当時）が、米
国の台湾向け武器売却の縮小と引き換
えに、台湾を狙ったミサイルを撤去する
ことを提案していた７）。しかし、この提案
は米側に拒否され、０３年７月には米下院
が、中国が台湾に脅威を与えているミサ
イルを撤去しないならば、台湾が自衛で
きるように、イージス・システムを台湾に
売却するよう、大統領に促す提言が盛り
込まれた法案を可決している５）。中国の
ミサイルおよび台湾への武器売却をめ
ぐって米中間には深い溝が横たわって
いるといえよう。
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イスラエル（計１００～３００）
爆発力
キロトン

核弾頭数

運搬手段
●航空機２

●中距離ミサイル３

●砲弾・地雷

核兵器の名称

流布された推定１ １００～３００

戦略核（小計６，１４０）
●ＩＣＢＭ（小計１，６００）
ミニットマンⅢ １，２００
Ｍｋ-１２型（弾頭：Ｗ６２） １７０ ３００１

Ｍｋ-１２Ａ型（弾頭：Ｗ７８） ３３５ ９００２

ピースキーパー（ＭＸ、弾頭：Ｗ８７）３００ ４００３

●ＳＬＢＭ４（小計２，８８０）
トライデントⅠ Ｃ４（弾頭：Ｗ７６）１００ ５７６５

トライデントⅡ Ｄ５ ２，３０４６

Ｍｋ-４型（弾頭：Ｗ７６） １００ １，９２０
Ｍｋ-５型（弾頭：Ｗ８８） ４７５ ３８４

●爆撃機搭載核兵器７（小計１，６６０）
核爆弾　Ｂ６１-７ ＜１
　　　　Ｂ６１-１１７ ８００
　　　　Ｂ８３-１ １，２００
ＡＬＣＭ（弾頭：Ｗ８０-１） ５～１５０ ４３０
ＡＣＭ（弾頭：Ｗ８０-１） ５～１５０ ４３０

非戦略核（小計１，１２０）
●ＳＬＣＭ
トマホーク（弾頭：Ｗ８０-０）５～１５０ ３２０８

●核爆弾 Ｂ６１-３、４、１０ ０．３～１７０ ８００９

予備貯蔵（小計３８０）

　不活性貯蔵１０（小計２，９６０）

核兵器の名称
爆発力
キロトン 核弾頭数

１ 単弾頭が１５０基、３ＭＩＲＶが５０基。  ２３ＭＩＲＶ×３００基。
３１０ＭＩＲＶ×４０基。
４ オハイオ級戦略原潜１６隻に搭載。ミサイル数は３８４基（１６×２４）。
５４隻×２４発射管×６ＭＩＲＶ。
６１２隻×２４発射管×８ＭＩＲＶ。１０隻がＭｋ-４型搭載機、２隻がＭｋ－５型搭載。
７ ストラトフォートレスＢ-５２Ｈ（９４機のうちの５６機）、スピリットＢ-２Ａ（２１機のうち
の１６機）、計７２機が任務（核・非核両用）についている。Ｂ-２は爆弾のみ。Ｂ
６１-１１は地中貫通型（１９９７年１１月に導入）であり、Ｂ-２にのみ搭載。

８ 迅速対応戦力に分類される。
９ 約１５０発がＮＡＴＯ軍用としてヨーロッパ６カ国の９個の空軍基地に配備。米
国内では、ファイティング・ファルコンＦ１６Ｃ／Ｄ、およびストライク・イーグルＦ
１５Ｅに搭載。ナイトホークＦ１１７Ａも搭載可能か？

１０「解説」参照。作戦配備されていないＡＬＣＭ（約７００発）や退役したＧＬＣＭ
（約４００発）など。

米国（計１０，６００）

～

戦略核（小計１６０）
●ＳＬＢＭ１

トライデントⅡ　Ｄ５ １００ １６０２

　予備貯蔵（小計２５３）

　不活性貯蔵（小計１５）

英国（計２００）
爆発力
キロトン 核弾頭数核兵器の名称

１　 バンガード級戦略原潜４隻に搭載。４隻目ベンジャス
は２００１年２月にパトロール任務についた。

２　 弾頭は、米国のＷ７６に類似だが英国産。４隻×１６発
射管×３ＭＩＲＶで計算すると１９２個。実際には、２～６
発射管は単弾頭と推定され、平均して１隻あたり４０
弾頭と推定される。４０×４隻＝１６０。

３１５％を予備とした。

核兵器の名称
爆発力
キロトン

戦略核（小計２７０）
●ＩＣＢＭ/ＩＲＢＭ１（小計１２８）
ドンフォン（東風）-３Ａ ３，３００ ４０
ドンフォン（東風）-４ ３，３００ ２０
ドンフォン（東風）-５Ａ２ ４～５，０００ ２０
ドンフォン（東風）-２１Ａ ２００～３００ ４８
ドンフォン（東風）-３１３ １００～２００ ０
新型ＩＣＢＭ４ ？ ？
●ＳＬＢＭ（小計１２）
ジュイラン（巨浪）-１ ２００～３００ １２５

ジュイラン（巨浪）-２６ １００～２００ ？
●爆撃機搭載核兵器（小計１３０）
核爆弾 １３０７

非戦略核（小計１２０）
●（各種）砲弾/短距離ミサイル８/
核地雷核爆弾 （低） １２０

１東風-５Ａ（射程１３，０００ｋｍ）、東風-３１（射
程８，０００ｋｉｍ）はＩＣＢＭ。他はＩＲＢＭ。全て
単弾頭。

２米大陸にとどく現有唯一のＩＣＢＭで、より
長射程の改良型と置き換えつつある。

３１９９９年８月２日に初めて発射実験。２０００
年１１月４日、１６日に２回目、３回目の実験。
ＭＩＲＶか否かについて確証はない。

４東風４１はキャンセルされたが新型の移動
式、固体燃料ＩＣＢＭの開発が始まった。

東風-３Ａは、ＮＡＴＯでの名称はＣＳＳ-２。以下、東風-４はＣＳＳ-３、東風-
５ＡはＣＳＳ-４、東風-２１ＡはＣＳＳ-５。巨浪-１はＣＳＳ-Ｎ-３。

中国（計３９０）
核弾頭数

５戦略原潜シァ（夏）級（中国名：大慶魚）
に搭載。１２発射管。２隻目は未完と考え
られている。

６新世代原潜（０９４型）に搭載する計画
進行中。

７ホン（轟）-６（ＮＡＴＯ表示：Ｂ-６）１００機、
チェン（強）-５（ＮＡＴＯ表示：Ａ-５）３０機
に各１個。同機種で非核任務もある。

８東風１１、東風１５などがある。後者は中
性子爆弾の可能性がある。

戦略核（小計３３８）
●ＳＬＢＭ１（小計２８８）
ＭＳＢＳ２　 Ｍ４Ａ/Ｂ（弾頭：ＴＮ７０/７１）

１５０　 ９６３

ＭＳＢＳ Ｍ４５（弾頭：ＴＮ７５） １００　 １９２４

●爆撃機搭載核兵器（小計５０）
ＡＳＭＰ５（弾頭：ＴＮ８１） ３００　 ５０６

　非戦略核（小計１０）
●空母配備航空機搭載核兵器（小計１０）
ＡＳＭＰ（弾頭：ＴＮ８１） ３００　 １０７

爆発力
キロトン核弾頭数

核兵器の名称

１ ランフレックシブル級戦略原潜１隻、ル・ドダブル級戦略原潜１隻
（ランドンタブル）とル・トリオンファン戦略原潜２隻に搭載。
２ フランス語で「艦対地戦略弾道ミサイル」の頭文字。
３ ランフレックシブル級戦略原潜1隻とル・ドタブル級戦略原潜１隻
に搭載。しかし弾頭は１隻分。１隻×１６発射管×６ＭＩＲＶ。

４ ル・トリオンファン戦略原潜２隻に搭載。２隻×１６発射管×６ＭＩＲＶ。
５ フランス語で「空対地中距離ミサイル」の頭文字。
６ミラージュ２０００Ｎ（６０機、３飛行隊）に搭載。１機あたり１弾頭。弾頭
は５０と見積もられる。

７ シュペール・エタンダール２４機に搭載。通常任務の航空機もあ
る。唯一の空母チャールズ・ドゴールに配備。

フランス（計３５０）

SLBM　　SLCM　 核爆弾 ALCM
空対地ミサイル

ICBM
IRBM

１　１９７９年９月２２日、南アフリカ近海の南インド洋はるか上空で、秘密
裏に核実験が行われたとの説がある。クリステンセンらは弾頭数
を２００と推定。

２　 米国製Ｆ１６Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ（ファイティング・ファルコン）２６０機、同Ｆ
１５Ｅ（ストライク・イーグル、イスラエルではＦ１５Ｉ・ラアムと呼ぶ。）２
５機の一部が核任務を持つと推定される。

３ ジェリコ１（射程１２００ｋｍ）、同２（射程１８００ｋｍ）が配備されている。

［解説］　米国の「核態勢見直し（ＮＰＲ）」との整
合性をとるために、昨年の表（第１６８・１６９号）から
核弾頭の数え方に変更を加えた。今年もそれを
踏襲した。つまり、米国の核弾頭は、新しく活性、
不活性に区別された。その結果、弾頭は次のよう
に分類できる。

①作戦配備された核弾頭。部隊に配備・貯蔵さ
れている活性状態の弾頭。ＮＰＲは、オーバー
ホール中の原潜の核弾頭を作戦配備に含め
ないが、本表では従来通り含めた。
②迅速対応戦力の弾頭。作戦配備からは外され
たが、活性状態に置かれ迅速に作戦配備に
復活できる。現状では非戦略核・ＳＬＣＭ３２０弾
頭がこれに当たるが、表では便宜的に作戦配
備・迅速対応という表現にまとめた。今後、米
ロ戦略攻撃力削減条約（ＳＯＲＴ）で削減され
た弾頭の多くが、この部類に置かれる。

③予備貯蔵。ルーチン整備・検査のために確保さ
れている活性状態にあるスペアである。①の５
～１０％と推定される。

④不活性貯蔵。退役した核弾頭で、時間が経過
すると劣化するトリチウムや電池などを除いて
貯蔵している弾頭。将来、再使用の可能性を
残す。解体待ちのものも含まれる。

　米国では、他に「戦略的予備」と呼ばれるもの
がある。弾頭の形ではなくて、一次爆発用プルト
ニウム・ピットと二次爆発部分に分離して、対とし
て別 に々貯蔵されている。約５０００対ある。
　米以外の国の核兵器の分類につて、明確な情
報はないが、表では同様の考えで整理した。ロシ
アの予備貯蔵は作戦配備の５％とした。
　インド、パキスタン、イスラエルを含めると、地球
上には今なお約３０，０００発の核弾頭があり、オー
バーキル状態は変わらない。

一般に１００～３００発
の核弾頭と種 の々運
搬手段を持つと考え
られている。

イスラエル

地球上の核

一般に１００～３００発
の核弾頭と種 の々運
搬手段を持つと考え
られている。

イスラエル
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運搬手段
●航空機２

●短・中距離ミサイル３

インド（計３０～３５）
爆発力
キロトン

核弾頭数核兵器の名称

兵器化の確証なし ５～２５１ ３０～３５

運搬手段
●航空機２

●短・中距離ミサイル３

パキスタン（計２４～４８）
爆発力
キロトン

核弾頭数核兵器の名称

兵器化の確証なし ４～１２１ ２４～４８

爆発力
キロトン

兵器の名称は、ＮＡＴＯ命名のもの。

核弾頭数核兵器の名称

ロシア（計１８，０００）

戦略核（小計４，８５０）
●ＩＣＢＭ（小計２，９１６）
ＳＳ-１８　Ｍ４､Ｍ５､Ｍ６（サタン）５５０～７５０１，３８０１

ＳＳ-１９　Ｍ３（スチレトウ） ７５０ ８０４２

ＳＳ-２４　Ｍ１（スカルペル） ５５０ ３６０３

ＳＳ-２５（シックル） ５５０ ３４２４

ＳＳ-２７ ５５０ ３０５

●ＳＬＢＭ（小計１，０７２）
ＳＳ-Ｎ-１８　Ｍ１（スチングレイ） ５００ ２８８６

ＳＳ-Ｎ-２０　Ｍ１、Ｍ２（スタージョン）２００ ４００７

ＳＳ-Ｎ-２３（スキフ） １００ ３８４８

●爆撃機搭載核兵器（小計８６４）
核爆弾
ＡＬＣＭ（弾頭：ＡＳ１５Ａ、Ｂ） ２５０ ８６４９

ＳＲＡＭ（弾頭：ＡＳ１６）
戦略的防衛ミサイル（小計１，２００）

●ＳＡＭ　
ＳＡ-１０（グランブル），ＳＡ-５Ｂ（ガモン） １，２００

非戦略核（小計２，１８０）
●空軍航空機
核爆弾/ＡＳＭ（ＡＳ-４（キッチン）） １，５４０１０
/ＳＲＡＭ（ＡＳ-１６）
●海軍航空機
核爆弾 １９０１１
ＡＳＭ　ＡＳ-４（キッチン） １，０００
●ＳＬＣＭ
ＳＳ-Ｎ-９（サイレン） ２００

５００
ＳＳ-Ｎ-１２（サンドボックス） ３５０
ＳＳ-Ｎ-１９（シップレック） ５００
ＳＳ-Ｎ-２１（サンプソン） ３００
ＳＳ-Ｎ-２２（サンバーン） ２００
●対潜核兵器
ロケット爆雷ＳＳ-Ｎ-１５（スターフィッシュ） ２１０
対潜ミサイルＳＳ-Ｎ-１６（スタリオン）
その他核魚雷、爆雷

予備貯蔵１２（小計４１０）

不活性貯蔵（小計９，３６０）

ＡＣＭ＝新型巡航ミサイル／ＡＬＣＭ＝空中発射巡航ミサ
イル／ＡＳＭ＝空対地ミサイル／ＧＬＣＭ＝地上発射巡航
ミサイル／ＩＣＢＭ＝大陸間弾道ミサイル／ＩＲＢＭ＝中距
離弾道ミサイル／ＭＩＲＶ＝多弾頭個別誘導再突入体／
ＳＡＭ＝地対空ミサイル／ＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサ
イル／ＳＬＣＭ＝海洋発射巡航ミサイル／ＳＲＡＭ＝短距
離攻撃ミサイル

◇製作：ピースデポ

１ １０ＭＩＲＶ×１３８基。ＳＴＡＲＴⅡが無効になったので保持される。
２ ６ＭＩＲＶ×１３４基。２００２年１２月１０日に発射テスト。
３　 1０ＭＩＲＶ×３６基。（レール移動式のみ残る）
４ 単弾頭。２００２年１０月１２日に発射テスト。
５ 単弾頭。ロシアでトポルＭと呼ばれる。新規生産続く。２００２年６月
６日に発射テスト。

６ デルタⅢ級戦略原潜に搭載。６隻×１６発射管×３ＭＩＲＶ。
７ タイフーン級戦略原潜に搭載。２隻×２０発射管×１０ＭＩＲＶ。
８ デルタⅣ級戦略原潜に搭載。６隻×１６発射管×４ＭＩＲＶ。
９ ベアＨ６（Ｔｕ-９５ＭＳ６）３４機、ベアＨ１６（Ｔｕ-９５ＭＳ１６）３０機、ブラッ
クジャック（Ｔｕ-１６０）１５機に搭載。ベアＨ６は１機あたりＡＳ１５Ａま
たは核爆弾を６個（計２０４個）、ベアＨ１６は１機あたりＡＳ１５Ａまた
は核爆弾を１６個（計４８０個）、ブラックジャックはＡＳ１５ＢまたはＡ
Ｓ１６、または核爆弾を１２個（計１８０個）搭載する。

１０バックファイヤー（Ｔｕ-２２Ｍ）１０５機、フェンサー（Ｓｕ-２４）２８０機に
搭載。各４個。

１１バックファイヤー（Ｔｕ-２２Ｍ）４５機、フェンサー（Ｓｕ－２４）５０機に搭
載。各２個。

１２「解説」参照。

核保有国の核弾頭数（２００２年末） 丸めのため総計に不一致がある。

データ出典：天然資源保護評議会（ＮＲＤＣ）
のＳ．ノリス、Ｗ．アーキン、Ｊ．ハンドラー、およ
びＨ．クリステンセン。
平和・紛争に関する記録調査センター（仏、
ＣＤＲＰＣ）。米国防省議会報告。

１　１９９８年５月の核実験の地震波からの推定値。インドは、最高
４３キロトンの爆発を主張している。

２　ミグ２７（フロッガー／バハドゥール）１６５機、ジャガーＩＳ／ＩＢ
（シャムシャー）１３１機のいくつかが、核任務をもつと推定され
る。

３ プリトビ１（射程１５０ｋｍ）が配備ずみ。アグニ１（射程１５００ｋｍ）
の配備状況は不明。プリトビ２（射程２５０ｋｍ）の発射実験が繰
り返されている（例：２００３年３月２６日）。アグニ２（射程２０００ｋｍ）
が２００１年１月１７日に発射実験された。またアグニ２の短距離
型（射程７００ｋｍ）が、２００２年１月２５日、続いて２００３年１月９日
に発射実験された。

１　１９９８年５月の核実験における地震波からの推定値。
２　 米国製Ｆ１６Ａ／Ｂ（ファイティング・ファルコン）３２機のいくつ
かが核任務をもつと推定される。

３ ハトフ３（射程３００ｋｍ）、ガウリ１（ハトフ５、射程１３００～１５００ｋ
ｍ）の配備が確認されている。後者は、２００３年１月８日に配
備承認。ガウリ２、同３（射程２５００～３０００ｋｍ）、シャヒーン１（ハ
トフ４、射程７００ｋｍ）、ガズナビ（射程２０００ｋｍ）が発射実験さ
れた。シャヒーン１の最新の実験は２００２年１０月４日。ガズナ
ビは２００２年５月２６日に初実験されたが、そのときの飛距離
は２９０ｋｍ。

２４０

類分の頭弾 米 ロ 英 仏 中 計合

活
性

作
戦
配
備
・
迅
速
対
応

戦
略
核

ＭＢＣＩ / ＭＢＲＩ 006,1 619,2 0 0 821 446,4
ＭＢＬＳ 088,2 270,1 061 882 21 214,4
器兵核載搭機撃爆 066,1 468 0 05 031 407,2

計小 041,6 058,4 061 833 072 067,11

ルイサミ衛防的略戦 0 002,1 0 0 0 002,1

非
戦
略
核

ＭＣＬＳ 023 042 0 0 0 065
器兵核載搭機空航 008 037,1 0 01 0 045,2

他のそ 0 012 0 0 021 033
計小 021,1 081,2 0 01 021 034,3

計合 062,7 032,8 061 053 093 093,61

蔵貯備予 083 014 52 － － 028
計合 046,7 046,8 581 053 093 012,71

蔵貯性活不 069,2 063,9 51 － － 043,21
計総 006,01 000,81 002 053 093 045,92

パキスタン

１９９８年に核実
験。事実上の
核保有国。

インド

１９７４年と１９９８年
に核実験。事実
上の核保有国。

核弾頭全データ

パキスタン

１９９８年に核実
験。事実上の
核保有国。

インド

１９７４年と１９９８年
に核実験。事実
上の核保有国。

－２００２年末
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日米地位協定第２条（抜粋）

２．日本国政府及び合衆国政府は、いい
ずれか一方の要請があるときは前記
の取極（筆者注：第2条第1項(a)に基
き個々の施設及び区域ごとに締結さ
れた使用協定）を再検討しなけらば
ならず、また前記の施設及び区域を
日本国に返還すべきこと又は新たに
施設及び区域を提供することを合意
することができる。

３．合衆国軍隊が使用する施設及び区
域は、この協定の目的のため必要で
なくなったときは、いつでも、日本国に
返還しなければならない。合衆国は、
施設及び区域の必要性を前記の返
還を目的としてたえず検討することに
同意する。

はじめに「住宅建設」ありき

　四施設に関する施設調整部会は、第
１回が今年２月２１日に開かれ、返還協議
の開始が合意された。今回（第２回）の会
合はまず米国側の事情説明から始まっ
た。以下は７月１８日に防衛施設庁が報
道機関などに配布した資料「神奈川県
における在日米軍施設・区域の整理等
に関する施設調整部会の開催について
（お知らせ）」の要旨である。

【米国側事情説明】
(１)根岸住宅地区の住宅（約４００戸）は老
朽化が著しいため、早急に立て替
える必要がある。代替地が確保され
れば移設することが可能である。

(２)神奈川県における海軍の住宅不足
は従来より深刻な状況である。県内
の施設・区域において、当面約４００
戸の程度の住宅及びその支援施設
の建設が重要課題である。

(３)これら根岸住宅地区の建て替え分
及び不足分については早急な建設
が必要。

(４)上瀬谷通信施設、深谷通信所なども
住宅建設候補地となりうるが、できる
だけ横須賀海軍施設に近接する地
域で建設することを要望したい。

　米国としては、これら合計８００戸程度
の住宅及び支援施設の建設がなされれ
ば、上瀬谷通信施設（一部）、深谷通信所
及び富岡倉庫地区については、将来の
住宅用地としての利用計画がなくなるこ
とから、また根岸住宅地区については、
移設先が確保できることから、上記施
設、区域の必要性がなくなった時点で、
これらの施設・区域の返還について考
慮することが可能となると考えている。

【日本側事情説明】
　根岸住宅地区、上瀬谷通信施設（一
部）、深谷通信所及び富岡倉庫地区に

ついては、上記施設・区域の必要性が
なくなった時点で、直ちに返還してほし
い。住宅建設については、地元自治体の
理解を求める必要がある。
　以上の議論を経て、施設調整部会は
次の合意に達した。

【合意事項】
　以下の理由から、池子住宅地区及び
海軍補助施設の横浜市域において、住

宅及び支援施設を建設することが適切
であるという点で日米間の認識が一致
した。
(１)住宅地区を集約することにより、管理
上の観点から効率的であること。

(２)横須賀海軍施設への通勤にあたっ
て利便性が確保できること。

　このように、今回の合意は、住宅の不
足という米国側の主張を全面的に受け
入れ、四基地返還と引き換えに住宅を建
設しようという、「はじめに住宅建設あり
き」の「パッケージ合意」である。しかし、
これは施設及び地域の提供と返還手続
きを定めた日米地位協定第２条への違
反である。

「パッケージ合意」は
地位協定違反

　日米地位協定第２条（囲み参照）は、施
設及び区域の提供については個 に々日
米合同委員会において使用協定を締結
することとし、この協定の目的のため必
要でなくなったときには、「いつでも返還
しなければならない」と定めている。翻っ

て、今回返還協議の対象とされてきた施
設及び区域のうち、上瀬谷、深谷及び富
岡はいずれも９０年代半ばから遊休化が
指摘されていた。
　このうち上瀬谷通信施設については、
９５年３月までに大型受信用アンテナが
撤去され、９５年４月には周辺に設定され
ていた電波障害制限地域が撤廃され
た。また、施設を運用していた部隊も９５
年７月までに移転もしくは解体されたこと
が、市民団体「上瀬谷基地はいらないウ
ドの会」が情報公開法を用いて入手し
た米軍資料によって確認されている。唯
一残されていたテナント部隊＝第７艦隊
第１哨戒航空団司令部は近く三沢に移
駐する。上瀬谷と対となって送信基地と
して地上波通信システムの一角を形成
していた深谷通信所も同じ時期に活動
を停止したことは容易に想像できる。２００
１年７月には常駐していた消防隊も廃止
され、数名の警備員が残るだけの状態
になっている。一方、富岡倉庫地区に関
しても、１０年来使用された形跡は全くな
い。
　このように、今回返還合意の対象と
なった四施設中の三施設は遊休化が明
白であり、地位協定第２条第３項に基い
て「いつでも返還しなければならない」
状態にある。
　これら遊休施設の返還に「住宅８００戸
の建設」という条件が付けられているの
が今回の合意である。地位協定の規定
を無視したまったく不当なものといわね
ばならない。根岸を除く三施設に関して
まず行われなければならないのは遊休
化に伴う個別の返還協議である。７月１８

��１ページ右下からつづく
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衆議院・参議院（２００３．４月～６月）
第１５６回通常国会

国会レポート

国会図書館のホームページですべての
会議録が閲覧できます。安全保障問題
関連の主意書に限定して記載します。

/����''---�&��� ��>�'

＜衆議院＞
質問主意書（提出日→答弁日）
●江田憲司（無所属）「イラクへの武力行使の正
当性等に関する再質問主意書」（４月１日→４月８
日；質問４５号）
●北川れん子（社民）「沸騰水型原子力発電所の
炉心シュラウド交換作業における労働者の被爆
状況および再循環系配管の交換作業・点検作業
における労働者の被爆状況」（４月８日→５月２０日；
質問４８号）、「原子炉の健全性評価尺度（維持基
準）」（４月８日→５月２７日；質問４９号）

●長妻昭（民主）「武力攻撃事態対処法案」（４月
１５日→５月２２日；質問５４号）
●川田悦子（無所属）「防衛庁等による発注」（５月
２日提出；質問６４号）、「防衛庁等による発注」（６月
２４日→７月１８日；質問１０８号）
●金田誠一（民主）「情報公開法における不開示
情報」（５月８日→７月１５日；質問６８号）、「米復興人
道援助局の国際法上の地位」（５月８日→５月２３
日；質問６９号）、「イラク戦争と我が国の外交」（５月
２９日→；質問８９号）＊７月２９日現在、答弁書未確認

＜参議院＞
●櫻井充（民主）「アメリカ合衆国のイラク攻撃と
使用する兵器」（４月２日→５月９日；質問１８号）
●福島瑞穂（社民）「在日米海軍横須賀基地にお
ける米海軍原子力空母の母港化計画と日米合同
委員会」（４月７日→５月１３日；質問２０号）、「イラク
戦争時に日本政府がヨルダンに寄贈したテント」
（５月２２日→６月１０日；質問２９号）、「イラク戦争時
に日本政府がヨルダンに寄贈したテントに関する
再質問」（６月１２日→６月２７日；質問３４号）
●中村敦夫（みどり）「別寒辺牛川のイトウと砂防
ダムに関する再質問」（４月２３日→６月１３日；質問
２５号）

　世界は、多国間の信頼と協調に基づく
安全保障体制の構築に向かっているが、
北東アジアでは北朝鮮の核開発問題に
より急速に緊張が高まっている。
　東南アジア地域では、すでにＡＳＥＡＮ
諸国を中心に地域フォーラム（ＡＲＦ）が安
全保障機能に重要な役割を果たしてお
り、去る６月１８日には閣僚会合で①朝鮮
半島の非核化支持②北朝鮮の核不拡散
条約（ＮＰＴ）脱退の撤回を求める③未解
決の人道上の問題の協議などを内容と
する議長声明を採択した。北東アジア地
域にも多国間で政治・経済・安全保障な
どを協議する場が必要である。
　中南米、南太平洋、アフリカ、東南アジ
アではすでに非核地帯条約が成立して
おり、北東アジア地域の非核化は第一に
追求すべき課題である。
　日本は非核三原則を国是としており、
モンゴルも国連決議によって「非核兵器

国の地位」が承認されている。朝鮮半島
の核問題を解決するためにも、日本、大韓
民国、朝鮮民主主義人民共和国、モンゴ
ルの４カ国による非核地帯条約の締結を
めざし、核保有国に対して北東アジア地
域への核持ち込みや先制不使用を約束
させるなど、国際的な認知を求めることが
必要である。
　よって、国におかれては、ヒロシマ、ナガ
サキの悲惨な被爆体験を持ち、平和憲法
を持つ日本こそが、北東アジアの平和と
非核化のために積極的なリーダーシップ
を発揮し、関係各国に働きかけるよう強く
要望する。

　以上、地方自治法第９９条の規定により
意見書を提出する。

平成１５年７月２日
　奈良県議会

北東アジアの平和と非核化を求める意見書
意見書第９号資料

日の施設調整部会において日本政府
は「上記施設・区域の必要性がなくなっ
た時点で、直ちに返還してほしい」と述
べているが、これは事実から目をそむ
け、米国側にゲタを預ける屈辱的な態度
といわなければならない。
　池子への住宅建設は、９４年に住宅建
設受け入れに伴い交わされた国・神奈
川県・逗子市の「三者合意」にも違反す
る。長島逗子市長は今回の合意に強く反
発、市長の職を辞して選挙で市民の意
志を問うと表明した。

税金が横須賀のハブ
機能強化に注がれる

　本誌でも取り上げてきたように、米国政
府と議会は海外基地の再編に着手して
いる。その中で、横須賀基地は第７艦隊
のハブ基地として温存される可能性が
高いといわれている。今回の合意は米
政府の結論を待たずして、横須賀の機
能強化を先取りするものである。「横須賀
への通勤の利便性」などという一方的な
軍の都合を無批判に受け入れた日本政
府の姿勢は厳しく問われなければならな
い。日本政府は、「パッケージ合意」を撤
回し、日米地位協定に従い、遊休化した
三施設の即時無条件返還を求めるべき
である。そして、新しく住宅を建てること
はできないとはっきりと言うべきである。住
宅建設の財源は日本の思いやり予算で
ある。出口の見えない不況の下、失業者
があふれ、福祉施策が次 と々切り捨てら
れている中で、外国軍隊の利便性のた
めに多額の血税が注がれることを、納税
者は受け入れることができるだろうか。
（田巻一彦）

要請を踏まえて。１１日、長崎県、神奈川県議会も。
●７月１０日　県、日米地位協定改定への取り組み
に支援を求める「全国行動プラン」を再開。
●７月１１日付　キャンプ・コートニーのクレー射撃
による鉛汚染問題で、５月に県が調査のために立
ち入りを求めるも米軍は拒否、と明らかに。
●７月１４日　県議会、米兵女性暴行致傷事件へ
の抗議決議と意見書両案、地位協定の抜本的見
直しを求める意見書案を可決。
●７月１５日　嘉手納で、Ｆ１５戦闘機が緊急着陸。
●７月１６日　参院沖特委、地位協定の抜本的見
直し検討を政府に求める決議を可決。
●７月１６日　米原潜オリンピア、ＷＢに入港。２８日
出港。原潜の寄港滞在日数としては過去最長。
●７月１７日　ＷＢに、米原潜ロサンゼルスが入港。
同日出港。
●７月２４日　那覇地裁で在沖米海兵隊キャンプ・
ハンセン所属の上等兵による女性暴行致傷事件

の初公判。同被告は起訴事実を全面的に認める。
●７月３０日　全国都道府県議会議長会、九州各
県議会議長会が共同提案した「日米地位協定の
抜本的な見直し」など４項目を決議。
●７月３１日　渉外知事会、地位協定見直しなど７
項目を柱とする「基地対策に関する要望書」を外
務省、防衛施設庁に提出。
●７月３１日　日米両政府、ＤＯＤで地位協定下で
の刑事裁判手続きに関する協議を開始。８月１日、
両国の主張の差を埋められず最終合意至らず。
●８月１日　仲宗根沖縄市長、嘉手納の海軍駐機

��１０ページからつづく

場と洗機場の移転で、基地内の嘉手納町屋良か
ら沖縄市宇久田地域への移転容認を表明。
●８月１日　海兵隊、那覇地方検察庁と沖縄刑務
所那覇拘置支所に対し、拘束中の米軍人・軍属
の法廷内での取り外しなど要請。
●８月５日　沖縄市、米軍嘉手納基地と、消防車な
ど緊急車両の基地内通行を認める協定を結ぶ。
●８月５日　０３年版防衛白書、昨年７月に決定の
「普天間代替施設の基本計画」を新たに盛り込
む。１５年使用期限問題については言及なし。

　７月２日、奈良県議会は、北東アジアの平和と非核化を国に求める意
見書を採択した。「北東アジア非核地帯」の実現化こそが、北朝鮮の核
問題の平和的かつ現実的な解決方法である。今回の採択は、地方自
治体による積極的な取り組みの一例として注目したい。

●Ｍ

◇◇◆◇◇
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日  誌
２００３.７.６～８.５

(作成:竹峰誠一郎、中原聖乃、中村桂子）

公開セミナー

次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、大澤一枝、黒崎輝、佐藤毅彦､田巻一彦、竹峰誠一郎、中原聖乃、
中村和子、津留佐和子、山口響、梅林宏道

ＡＨＦ＝最新流体試験施設
ＡＲＦ＝アセアン地域フォーラム
ＥＵ＝欧州連合
ＧＰＳ＝汎地球測位システム
ＭＤ＝ミサイル防衛
ＮＩＦ＝国立点火施設
ＮＮＳＡ＝国家核安全保障管理局
ＮＰＲ＝米・核態勢見直し
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＷＣ＝核兵器評議会
ＳＲＢＭ＝短距離弾道ミサイル
ＳＳＰ＝備蓄兵器管理計画

今号の略語

ピースデポの会員
になって下さい。

会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

ピースデポ電子メールアドレス
事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

沖縄
●７月７日　嘉手納基地飛行場で、同基地所属の
Ｆ１５戦闘機２機が相次いで緊急着陸。
●７月９日　東京都議会、「日米地位協定の抜本
的見直しに関する意見書」案を可決。稲嶺知事の

●７月７日　アセフィイラン外務省報道官、中距離
弾道ミサイル「シャハブ３」発射実験の実施を発
表。２１日、ハメネイ氏、配備を宣言。
●７月７日　英下院外交委、「イラクＷＭＤの脅威
を英政府が捏造した事実はなかった」と結論。
●７月８日　米ＮＳＣ報道官、「イラクが相当量のウ
ランをアフリカから入手しようとした」との主張が
「でっち上げ」の情報に基づくものと認める。
●７月９日　ＤＯＥ、核兵器のプルトニウムに衝撃波
を当てた際の反応を調べる実験装置の開発に成
功と発表。
●７月９日　韓国国家情報院、国会委で「北朝鮮
が核開発に必要な起爆実験を７０回あまり実施し
たことを把握している」。韓国・聯合ニュース。
●７月９日　第１１回南北朝鮮閣僚級会談、ソウル
で開催（～１２日）。
●７月１２日　北朝鮮による使用済み核燃料再処
理開始に関する情報が、６月下旬、米政府から日
本政府に非公式に伝えられていたと明らかに。
●７月１４日　ＮＹでＫＥＤＯ実務者協議開催（～１５
日）。
●７月１５日　米政府、８日の米朝非公式実務協議
の際に、北朝鮮側から約８０００本の使用済み核燃
料棒の再処理を完了したと通告があったと発表。
●７月１５日　米下院、ＤＯＥ０４会計年度予算案を
可決。核兵器開発関連予算、政府案より約５１００万
ドル（約６０億円）の減額。
●７月１７日　ＤＭＺ内にある北朝鮮側警戒所から
韓国側警戒所へ向け発砲、一時銃撃戦。
●７月１８日　日米合同委施設調整部会、横浜市
内の４つの米軍基地の返還について、事務レベル
で合意。（本誌参照）
●７月２０日付　ＮＹＴ、北朝鮮が兵器に利用可能
なプルトニウムを抽出できる第二の核燃料再処理
施設を秘密裏に建設した可能性があると報じる。

ＢＣ＝生物・化学／ＣＩＡ＝米中央情報局／ＤＭＺ＝
非武装地帯／ＤＯＤ＝米国防総省／ＤＯＥ＝米エ
ネルギー省／ＫＥＤＯ＝朝鮮半島エネルギー開発
機構／ＮＳＣ＝国家安全保障会議／ＮＹ＝ニュー
ヨーク／ＮＹＴ＝ニューヨーク・タイムズ／ＷＭＤ＝
大量破壊兵器／ＷＰ＝ワシントン・ポスト

●７月２５日　米同時多発テロ事件に関する米議
会報告書が公表される。情報機関の相互協力不
足などによってテロ阻止の機会を逃したと指摘。
●７月２６日　イラク復興支援特別措置法案、参院
本会議で可決、成立。（本誌参照）
●７月２８日　バウチャー米国務省報道官、米軍が
主導するイラクでの治安維持活動に日本を含む３
０カ国の参加が確保されたと発表。
●７月３０日　ＤＯＤ、「中国の軍事力に関する年次
報告書」を議会に提出。中国が短距離弾道ミサイ
ル４５０基を配備するなど、軍事力増強を指摘。
●７月３０日　日米安保事務レベル協議、ＤＯＤで
開催。イラク復興特別措置法の成立について、米
側は自衛隊派遣を歓迎、早期派遣を要請した。
●７月３０日　ＫＥＤＯ、軽水炉建設事業に関し、米
が８月中旬以降、技術移転や部品輸出に対する
許可を出さない方針を日韓に通告と明らかに。
●７月３１日　厚生労働省、被爆者援護法に基づく
健康管理手当ての支給期限、一部を除いて撤廃
決定、８月１日から実施。
●８月１日　マクレラン米大統領報道官、６カ国協
議開催に北朝鮮が正式に同意したと正式発表。
●７月３１日　サンチェス米司令官、「イラクを戦闘
地域と非戦闘地域に分けることはできない」。１日、
福田官房長官「我が国の非戦闘地域は、米軍が
考えている戦闘地域とは、概念が違う」。
●８月２日付　米紙ＷＰ、米政府が６カ国協議の開
催中に、北朝鮮と１対１の非公式対話に応じること
に同意したと報じる。
●８月４日　北朝鮮の外務省報道官、米中朝３カ
国に日韓露が加わった６カ国協議が、近く北京で
開かれると発表。
●８月５日　政府、２００３年度版の防衛白書を閣議
で了承。

１０月１１日（土）　午後２時～５時半（１時半開場）
会場■総評会館２０４会議室

ニュージーランドはなぜ戦闘機を全廃したのか
--前国防副長官ディック・ジェントルズ氏を囲んで--

軍事によらない安全保障は可能だ
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『生物化学
兵器の真実』

生物・化学兵器の事典として有用です。


